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北海道 札幌市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
全児童生徒の保護者に対して就学援助制度についての
案内文を学校から配布してもらっている

北海道 函館市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
市内の国公小中学校に通う児童生徒へ就学援助申請書
を配付。申請を希望する市外の市立小中学校に通う児
童生徒へ就学援助申請書を配付。

○ ○ ○

北海道 小樽市 ○ ○ ○ ○ ○
就学時健康診断案内書類とともに、就学援助案内文書
を配布

○ ○ ○ ○ ○

北海道 旭川市 ○ ○ ○ ○
小学校入学予定者がいる家庭へ毎年１月に教育委員会
から就学援助制度の書類を郵送している。

○ ○ ○ ○ ○

北海道 室蘭市 ○ ○ ○ ○ ○
・市内関係課と連携を図り、他部署の受付窓口や相談
員を介して相談や連絡があった場合はお知らせ文書の
送付や制度の説明等を行っている。

○ ○ ○ ○

北海道 釧路市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
市有施設等に、就学援助制度を紹介するリーフレット
を設置

○ ○ ○ ○ ○
すくすくメールという、登録者全員にメールで情報を
送信する仕組みにより、就学援助の申請もれを減らす
試みを行っている。

北海道 帯広市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
1/1時点で認定されている準要保護者に対して、毎年
２月中旬頃、次年度の申請書を郵送している。

○ ○ ○ ○ ○

北海道 北見市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
新小学1年生が対象の新入学児童生徒学用品費の申請
書については、申請を希望する者が教育委員会に直接
提出

○ ○ ○

北海道 夕張市 ○ ○ ○ ○ ○

北海道 岩見沢市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 網走市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 留萌市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小学校入学予定者のうち、入学準備金の入学前支給を
希望する場合は教育委員会に提出

○ ○

北海道 苫小牧市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

申請対象かどうかに関わらず、小中学生がいる全世帯
へ周知文書及び申請書を送付。
周知文書内に市ホームページのQRコードを掲載し、詳
細な制度内容を容易に確認できるようにしている。

市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他
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Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 稚内市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 美唄市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（ウ）に該当するが、例外として無収入となった場合
や、世帯変更などで収入が大きく下がった場合は、収
入が大幅に減少した時点まで遡り対象期間とする。ま
た、生活保護の廃止による対象者は、生活保護が廃止
となった時点まで遡り対象期間とする。

○ ○ ○

北海道 芦別市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 江別市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断の案内を送付する際に同封。 ○ ○ ○

北海道 赤平市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 紋別市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 士別市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ オンライン申請（自治体簡易申請システム） ○ ○ ○

北海道 名寄市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 全保護者に案内および申請書を配付している。

北海道 三笠市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 根室市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 千歳市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
全児童生徒の保護者に対して、就学援助制度について
の案内文を学校から配布している。

北海道 滝川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 砂川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 歌志内市 ○ ○ ○ ○ ○
・新入学児の保護者全員へ制度周知の文書を送付。
・進級児については、学校を通じて配布。

○ ○

北海道 深川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 学校に依頼し、保護者への連絡ツールで制度を周知 ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校給食費の未納が３カ月続いた世帯に、未納の通知
と一緒に申請書を送付し、電話等で制度の説明をして
いる

北海道 富良野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 登別市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 恵庭市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 伊達市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 北広島市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・申請を希望する者が市の出張所に提出
・電子申請により提出

○ ○

北海道 石狩市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 北斗市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

前年度の就学援助の認定者で、継続して申請を希望す
る世帯については「学校もしくは教育委員会」、その
他については「教育委員会」に提出するよう案内をし
ている。

○ ○

北海道 当別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 新篠津村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 松前町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 福島町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 知内町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 木古内町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 七飯町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 鹿部町 ○ ○ ○ ○ 各学校に対して制度を書面で通知 ○ ○ ○ ○

北海道 森町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 八雲町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 長万部町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 江差町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 上ノ国町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 厚沢部町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 乙部町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 奥尻町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 今金町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 せたな町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 島牧村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認定基準を詳細に周知

北海道 寿都町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 黒松内町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 蘭越町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 ニセコ町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 真狩村 ○ ○ ○ ○

北海道 留寿都村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 喜茂別町 ○ ○ ○ ○ ○

北海道 京極町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 倶知安町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 共和町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 岩内町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 泊村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 神恵内村 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 積丹町 ○ ○ ○ 入学前に新入児童へ周知 ○ ○ ○

北海道 古平町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 仁木町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 余市町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 赤井川村 ○ ○ ○
就学児童健康診断の際に教育委員会で就学援助制度の
説明を行っている。

○
締め切り日を設定しているが、転入等もあるため期限
を過ぎても受け付けは行う。

○

北海道 南幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 奈井江町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 上砂川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
認定世帯に対し、次年度申請受付開始に合わせて直接
案内文書を送付し、更新を呼び掛けている。

○ ○ ○ ○

北海道 由仁町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 長沼町 ○ ○ ○ ○
就学時健康診断の案内とともに就学援助制度の書類を
教育委員会から配布

○ ○ ○

北海道 栗山町 ○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断案内の書類とともに配布。 ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 月形町 ○ ○ 入学前支給の通知を別に郵送 ○ ○ ○ 全児童生徒の保護者に文書で周知している。

北海道 浦臼町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 新十津川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 妹背牛町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 秩父別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 雨竜町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 北竜町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
制度についての書類を配布し、更に説明を行ってい
る。

北海道 沼田町 ○ ○ ○ ○ ○
・援助対象となる要件を記載
・保健福祉課での相談対応において、該当になりそう
な方を当課へ繋いでもらう等の横の連携

北海道 鷹栖町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 東神楽町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 当麻町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 比布町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 愛別町 ○ ○ ○ ○ 町のホームページに制度を掲載 ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 上川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 東川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 美瑛町 ○ ○ ○ ○ ○
要保護は全員、準要保護は希望者が教育委員会に提出
している。

○

北海道 上富良野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 中富良野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 南富良野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 占冠村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 和寒町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 剣淵町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 下川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 美深町 ○ ○ ○ ○ ○ 町の防災端末で呼びかけている ○ ○ ○ ○

北海道 音威子府村 ○ ○ ○ ○ ○

北海道 中川町 ○ ○ ○ ○



179 179 124 76 92 57 104 117 175 7 28 29 29 1 10 162 1 5 5 67 41 75 0 0 1 0 8 8 73 1 92 78 2 19 19

市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 幌加内町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校（教職員）に対し、申請予定者がいる場合は、申
請書の書き方をサポートしていただくよう依頼してい
る。

北海道 増毛町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 小平町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　原則、学校長を通して提出されるが、入学前支給を
希望する者に限り、直接教育委員会へ提出

○

北海道 苫前町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 羽幌町 ○ ○ ○ ○
関係部署等（世帯状況変更の届出時、税金納付や生活
福祉資金貸付など）に相談者が来た際に就学援助周知
文の配布を依頼。

○ ○ ○
全児童生徒に周知文書を配布。前年度認定者で未申請
の者へは個別にその旨を通知する。

北海道 初山別村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 遠別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 天塩町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 猿払村 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 浜頓別町 ○ ○ ○
小学校就学前に入学前支給の案内通知を教育委員会か
ら保護者宛通知している。

○ ○ ○ ○

北海道 中頓別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 枝幸町 ○ ○ ○ 自治体のホームページに制度を記載。 ○
年度当初の締め切りを過ぎた場合でも随時申請を受け
付けており、認定されれば年度内の事由が生じた日ま
で遡り援助。

○ ○

北海道 豊富町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



179 179 124 76 92 57 104 117 175 7 28 29 29 1 10 162 1 5 5 67 41 75 0 0 1 0 8 8 73 1 92 78 2 19 19

市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 礼文町 ○ ○ ○ ○ ○

北海道 利尻町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 利尻富士町 ○ ○ ○ ○
基本的に期限を設定し、期間内の申請を受け付けてい
るが、年の途中で新たに援助が必要になった者、転入
児童生徒についての申請手続きはその都度行われる。

○ ○ 特になし

北海道 幌延町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 美幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 津別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 斜里町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 清里町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 小清水町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 訓子府町 ○ ○ ○ ○
小学１～６年生及び中学１～２年生に配布する毎年１
２月にあわせて、就学前(小学新１年生)にも配布して
いる。

○ ○ ○ ○

北海道 置戸町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 佐呂間町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 遠軽町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 湧別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 滝上町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 興部町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 西興部村 ○ ○ ○ ○ ○ ○
児童生徒数が少ないため、事前に対象となる保護者へ
直接電話等で周知している。

北海道 雄武町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 新入学予定者については、教育委員会に提出 ○

北海道 大空町 ○ ○ ○
進級時に就学支援制度に関する情報を学校一斉配信
メールにて周知

○ ○ ○

北海道 豊浦町 ○ ○ ○ ○
町立小学校入学予定者には個別で案内を郵送してい
る。

○ ○ ○

北海道 壮瞥町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 白老町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 厚真町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 洞爺湖町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 安平町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 むかわ町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 日高町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 平取町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 新冠町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 浦河町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 様似町 ○ ○ ○ ○ 全保護者へ申請案内の文書を郵送している

北海道 えりも町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 新ひだか町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 音更町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 小中学生がいる全世帯へのちらしの郵送

北海道 士幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 上士幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 転入者には必ず就学援助制度を説明している。

北海道 鹿追町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 新得町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 清水町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 芽室町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 中札内村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 更別村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
村で製作している子育て応援ガイドへの掲載による周
知

北海道 大樹町 ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断の結果通知とともに送付 ○ ○ ○

北海道 広尾町 ○ ○ ○ ○ ○
家庭に送付する就学時健康診断結果に申請案内を同
封。

○ ○ ○

北海道 幕別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 池田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 豊頃町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

年度当初にすべての家庭に申請書及び制度の説明書類
を配布している。また、入学前（就学時健康診断時）
や転入時に制度の説明を行うことで周知を行ってい
る。

北海道 本別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 足寄町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 陸別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 浦幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
児童扶養手当等の申請があった場合、就学援助制度に
ついて個別に周知

○ ○ ○

北海道 釧路町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
就学援助を周知するためCMを作成し、ライブ配信の
アーカイブから閲覧可能になっている。

○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

北海道 厚岸町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 浜中町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 標茶町 ○ ○ ○ ○
就学時健康診断の際に教育委員会で就学援助制度の書
類を配布

○ ○ ○ ○

北海道 弟子屈町 ○ ○ ○ ○ ○
申請締切は設定しているが、やむを得ない事情等の場
合は期限後の申請も受け付けており、年度当初分から
援助をしている

○ ○

北海道 鶴居村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 白糠町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 別海町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 中標津町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 標津町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北海道 羅臼町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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北海道 札幌市

北海道 函館市

北海道 小樽市

北海道 旭川市

北海道 室蘭市

北海道 釧路市

北海道 帯広市

北海道 北見市

北海道 夕張市

北海道 岩見沢市

北海道 網走市

北海道 留萌市

北海道 苫小牧市

市区町村名都道府県

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
市教委から各家庭に対し就学時健康診断の案内文
を送付する際、小学校入学準備金の案内文を同封
している。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
就学時健康診断案内書類とともに、就学援助案内
文書を配布

○ ○ ○ ○ ○ ○
小学校入学予定者がいる家庭へ毎年１月に教育委
員会から就学援助制度の書類を郵送している。

○ ○ ○ ○ ○ ○ 就学時健診の案内送付時に同封している

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
就学援助（入学前支給）に関する書類を、入学対
象者全員に郵送で配布している。

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月
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市区町村名都道府県

北海道 稚内市

北海道 美唄市

北海道 芦別市

北海道 江別市

北海道 赤平市

北海道 紋別市

北海道 士別市

北海道 名寄市

北海道 三笠市

北海道 根室市

北海道 千歳市

北海道 滝川市

北海道 砂川市

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

北海道 歌志内市

北海道 深川市

北海道 富良野市

北海道 登別市

北海道 恵庭市

北海道 伊達市

北海道 北広島市

北海道 石狩市

北海道 北斗市

北海道 当別町

北海道 新篠津村

北海道 松前町

北海道 福島町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断の案内書類とともに配布

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

前年度の就学援助の認定世帯のうち、新小学校１
年生が属する世帯及び小学校６年生に在籍してい
る児童がいる世帯に対して、事前に申請書類を郵
送している。

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
入学前説明会にて、就学援助制度がある旨の
説明



179 179

市区町村名都道府県

北海道 知内町

北海道 木古内町

北海道 七飯町

北海道 鹿部町

北海道 森町

北海道 八雲町

北海道 長万部町

北海道 江差町

北海道 上ノ国町

北海道 厚沢部町

北海道 乙部町

北海道 奥尻町

北海道 今金町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ 対象者へ個別通知（郵送）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 せたな町

北海道 島牧村

北海道 寿都町

北海道 黒松内町

北海道 蘭越町

北海道 ニセコ町

北海道 真狩村

北海道 留寿都村

北海道 喜茂別町

北海道 京極町

北海道 倶知安町

北海道 共和町

北海道 岩内町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 泊村

北海道 神恵内村

北海道 積丹町

北海道 古平町

北海道 仁木町

北海道 余市町

北海道 赤井川村

北海道 南幌町

北海道 奈井江町

北海道 上砂川町

北海道 由仁町

北海道 長沼町

北海道 栗山町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
就学児童健康診断の際に教育委員会で就学援助制
度の説明を行っている。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
就学時健康診断の案内とともに就学援助制度の書
類を教育委員会から配布

○ ○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 月形町

北海道 浦臼町

北海道 新十津川町

北海道 妹背牛町

北海道 秩父別町

北海道 雨竜町

北海道 北竜町

北海道 沼田町

北海道 鷹栖町

北海道 東神楽町

北海道 当麻町

北海道 比布町

北海道 愛別町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 町のホームページに制度を掲載



179 179

市区町村名都道府県

北海道 上川町

北海道 東川町

北海道 美瑛町

北海道 上富良野町

北海道 中富良野町

北海道 南富良野町

北海道 占冠村

北海道 和寒町

北海道 剣淵町

北海道 下川町

北海道 美深町

北海道 音威子府村

北海道 中川町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
就学時健康診断の際に教育委員会で案内を配布し
ている。

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 幌加内町

北海道 増毛町

北海道 小平町

北海道 苫前町

北海道 羽幌町

北海道 初山別村

北海道 遠別町

北海道 天塩町

北海道 猿払村

北海道 浜頓別町

北海道 中頓別町

北海道 枝幸町

北海道 豊富町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
対象となり得る家庭があった場合は個別に周知す
る。

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ①10月上旬、②10月末

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 礼文町

北海道 利尻町

北海道 利尻富士町

北海道 幌延町

北海道 美幌町

北海道 津別町

北海道 斜里町

北海道 清里町

北海道 小清水町

北海道 訓子府町

北海道 置戸町

北海道 佐呂間町

北海道 遠軽町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
就学時健康診断の実施通知に案内文書を同封して
いる。



179 179

市区町村名都道府県

北海道 湧別町

北海道 滝上町

北海道 興部町

北海道 西興部村

北海道 雄武町

北海道 大空町

北海道 豊浦町

北海道 壮瞥町

北海道 白老町

北海道 厚真町

北海道 洞爺湖町

北海道 安平町

北海道 むかわ町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ 教育委員会から対象者へ郵送により配布

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 日高町

北海道 平取町

北海道 新冠町

北海道 浦河町

北海道 様似町

北海道 えりも町

北海道 新ひだか町

北海道 音更町

北海道 士幌町

北海道 上士幌町

北海道 鹿追町

北海道 新得町

北海道 清水町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断の案内文書とともに配布

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ 就学時健康診断の際に案内を配付

○ ○ ○ ○ ○ ○ 申請対象となる全家庭へ、案内文書を送付

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 芽室町

北海道 中札内村

北海道 更別村

北海道 大樹町

北海道 広尾町

北海道 幕別町

北海道 池田町

北海道 豊頃町

北海道 本別町

北海道 足寄町

北海道 陸別町

北海道 浦幌町

北海道 釧路町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断の結果とともに送付

○ ○ ○ ○
各家庭に送付する就学時健康診断結果に申請案内
を同封。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 厚岸町

北海道 浜中町

北海道 標茶町

北海道 弟子屈町

北海道 鶴居村

北海道 白糠町

北海道 別海町

北海道 中標津町

北海道 標津町

北海道 羅臼町

178 0 0 1 0 0 0 178 0 0 0 0 0 0 1 5 11 49 105 7 67 54 84 48 67 17 21 0 43 21 21 1 0 0 0 0 0 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
就学時健康診断の際に教育委員会で就学援助制度
の書類を配布

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○



179 179

北海道 札幌市

北海道 函館市

北海道 小樽市

北海道 旭川市

北海道 室蘭市

北海道 釧路市

北海道 帯広市

北海道 北見市

北海道 夕張市

北海道 岩見沢市

北海道 網走市

北海道 留萌市

北海道 苫小牧市

市区町村名都道府県

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月



179 179

市区町村名都道府県

北海道 稚内市

北海道 美唄市

北海道 芦別市

北海道 江別市

北海道 赤平市

北海道 紋別市

北海道 士別市

北海道 名寄市

北海道 三笠市

北海道 根室市

北海道 千歳市

北海道 滝川市

北海道 砂川市

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 歌志内市

北海道 深川市

北海道 富良野市

北海道 登別市

北海道 恵庭市

北海道 伊達市

北海道 北広島市

北海道 石狩市

北海道 北斗市

北海道 当別町

北海道 新篠津村

北海道 松前町

北海道 福島町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 知内町

北海道 木古内町

北海道 七飯町

北海道 鹿部町

北海道 森町

北海道 八雲町

北海道 長万部町

北海道 江差町

北海道 上ノ国町

北海道 厚沢部町

北海道 乙部町

北海道 奥尻町

北海道 今金町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 せたな町

北海道 島牧村

北海道 寿都町

北海道 黒松内町

北海道 蘭越町

北海道 ニセコ町

北海道 真狩村

北海道 留寿都村

北海道 喜茂別町

北海道 京極町

北海道 倶知安町

北海道 共和町

北海道 岩内町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 泊村

北海道 神恵内村

北海道 積丹町

北海道 古平町

北海道 仁木町

北海道 余市町

北海道 赤井川村

北海道 南幌町

北海道 奈井江町

北海道 上砂川町

北海道 由仁町

北海道 長沼町

北海道 栗山町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 月形町

北海道 浦臼町

北海道 新十津川町

北海道 妹背牛町

北海道 秩父別町

北海道 雨竜町

北海道 北竜町

北海道 沼田町

北海道 鷹栖町

北海道 東神楽町

北海道 当麻町

北海道 比布町

北海道 愛別町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 上川町

北海道 東川町

北海道 美瑛町

北海道 上富良野町

北海道 中富良野町

北海道 南富良野町

北海道 占冠村

北海道 和寒町

北海道 剣淵町

北海道 下川町

北海道 美深町

北海道 音威子府村

北海道 中川町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 幌加内町

北海道 増毛町

北海道 小平町

北海道 苫前町

北海道 羽幌町

北海道 初山別村

北海道 遠別町

北海道 天塩町

北海道 猿払村

北海道 浜頓別町

北海道 中頓別町

北海道 枝幸町

北海道 豊富町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 礼文町

北海道 利尻町

北海道 利尻富士町

北海道 幌延町

北海道 美幌町

北海道 津別町

北海道 斜里町

北海道 清里町

北海道 小清水町

北海道 訓子府町

北海道 置戸町

北海道 佐呂間町

北海道 遠軽町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 湧別町

北海道 滝上町

北海道 興部町

北海道 西興部村

北海道 雄武町

北海道 大空町

北海道 豊浦町

北海道 壮瞥町

北海道 白老町

北海道 厚真町

北海道 洞爺湖町

北海道 安平町

北海道 むかわ町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 日高町

北海道 平取町

北海道 新冠町

北海道 浦河町

北海道 様似町

北海道 えりも町

北海道 新ひだか町

北海道 音更町

北海道 士幌町

北海道 上士幌町

北海道 鹿追町

北海道 新得町

北海道 清水町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 芽室町

北海道 中札内村

北海道 更別村

北海道 大樹町

北海道 広尾町

北海道 幕別町

北海道 池田町

北海道 豊頃町

北海道 本別町

北海道 足寄町

北海道 陸別町

北海道 浦幌町

北海道 釧路町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

市区町村名都道府県

北海道 厚岸町

北海道 浜中町

北海道 標茶町

北海道 弟子屈町

北海道 鶴居村

北海道 白糠町

北海道 別海町

北海道 中標津町

北海道 標津町

北海道 羅臼町

179 0 0 0 0 0 0 179 0 0 0 0 0 0 1 7 11 48 105 7 0 0 0 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



179 179

北海道 札幌市

北海道 函館市

北海道 小樽市

北海道 旭川市

北海道 室蘭市

北海道 釧路市

北海道 帯広市

北海道 北見市

北海道 夕張市

北海道 岩見沢市

北海道 網走市

北海道 留萌市

北海道 苫小牧市

市区町村名都道府県

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
風水害・地震・火災等の災害により個人事業主等に係る個人事
業税が全額免除されている者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2
主たる生計維持者が会社都合により退職した場合は，特例措置
により認定基準を緩和している。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ 1 0

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
特定の要件に当てはまる場合は1.5倍を適用している。
例）被災、病気による失業等

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 経済的な理由により学用品費等の購入が困難な者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他



179 179

市区町村名都道府県

北海道 稚内市

北海道 美唄市

北海道 芦別市

北海道 江別市

北海道 赤平市

北海道 紋別市

北海道 士別市

北海道 名寄市

北海道 三笠市

北海道 根室市

北海道 千歳市

北海道 滝川市

北海道 砂川市

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2

前年度の総収入が生活保護の認定基準の1.5倍を超過していた
場合でも、収入の激減や無収入となった場合、医療費負担の増
加などにより世帯状況を考慮することとなった場合などに、対
象とすることもある。　※テ．に関しては規則に明記はないが
状況に応じて認定することもある。

0

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1

児童若しくは生徒又は就学予定者が親権者に監護されず、
又は親権者と生計を同じくしない場合にあっては、児童若
しくは生徒又は就学予定者を監護し、その生計を維持する
者。

0

○ 1 0
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市区町村名都道府県

北海道 歌志内市

北海道 深川市

北海道 富良野市

北海道 登別市

北海道 恵庭市

北海道 伊達市

北海道 北広島市

北海道 石狩市

北海道 北斗市

北海道 当別町

北海道 新篠津村

北海道 松前町

北海道 福島町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ 1 0

○ 1
同性を含むパートナー、内縁の夫・妻、児童生徒を養育し
ている祖父母等を想定

0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 その他特別な理由がある場合 0

○ 1 0

○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0
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市区町村名都道府県

北海道 知内町

北海道 木古内町

北海道 七飯町

北海道 鹿部町

北海道 森町

北海道 八雲町

北海道 長万部町

北海道 江差町

北海道 上ノ国町

北海道 厚沢部町

北海道 乙部町

北海道 奥尻町

北海道 今金町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 その他特別な事情が考慮されるもの 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 その他教育委員会がとくに援助を必要と認める者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0
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市区町村名都道府県

北海道 せたな町

北海道 島牧村

北海道 寿都町

北海道 黒松内町

北海道 蘭越町

北海道 ニセコ町

北海道 真狩村

北海道 留寿都村

北海道 喜茂別町

北海道 京極町

北海道 倶知安町

北海道 共和町

北海道 岩内町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 上記に当てはまらないが、経済的に困窮している場合に検討 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
ひとり親世帯や長期にわたる病気療養中の者がいるなど特別の
事情がある者については、1.5倍未満

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 オについては、減免世帯のみ該当 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0



179 179

市区町村名都道府県

北海道 泊村

北海道 神恵内村

北海道 積丹町

北海道 古平町

北海道 仁木町

北海道 余市町

北海道 赤井川村

北海道 南幌町

北海道 奈井江町

北海道 上砂川町

北海道 由仁町

北海道 長沼町

北海道 栗山町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
PTA会費、学級費等、学校納付金の減免を受けている者で生活
状態が特に悪いと認められる者、世帯更生資金の貸付を受けて
いる者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 経済的理由により困っている。 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
特に教育長が必要と認める者。要綱上１．１倍以下の者と規定
しているが、１．３倍以下の者についても特に教育長が認める
者として認定している。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0



179 179

市区町村名都道府県

北海道 月形町

北海道 浦臼町

北海道 新十津川町

北海道 妹背牛町

北海道 秩父別町

北海道 雨竜町

北海道 北竜町

北海道 沼田町

北海道 鷹栖町

北海道 東神楽町

北海道 当麻町

北海道 比布町

北海道 愛別町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ 1
児童生徒の在籍する学校長の意見により、教育委員会が調査の
上、特別な事情があると認める者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
病気・事故・災害などにより学校の学習に必要な費用の負担が
困難な方

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0



179 179

市区町村名都道府県

北海道 上川町

北海道 東川町

北海道 美瑛町

北海道 上富良野町

北海道 中富良野町

北海道 南富良野町

北海道 占冠村

北海道 和寒町

北海道 剣淵町

北海道 下川町

北海道 美深町

北海道 音威子府村

北海道 中川町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 特に援助が必要であると教育長が認めた場合 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
児童生徒の保護者が、下記（11）補足事項のいずれかに該当す
るもので教育委員会が定めた基準（収入額が生活保護基準以
下）以内の者

①生活保護が停止若しくは廃止を受けた者 ②町民税の非課
税若しくは減免を受けた者 ③個人事業税又は固定資産税が
減免若しくは免除を受けた者　④国民年金又は国民健康保
険料（税）の減免若しくは領収猶予を受けた者　⑤児童扶
養手当の支給を受けた者　⑥生活福祉資金の貸付を受けた
者　⑦その他経済的理由により就学費用の負担が困難であ
る者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0
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市区町村名都道府県

北海道 幌加内町

北海道 増毛町

北海道 小平町

北海道 苫前町

北海道 羽幌町

北海道 初山別村

北海道 遠別町

北海道 天塩町

北海道 猿払村

北海道 浜頓別町

北海道 中頓別町

北海道 枝幸町

北海道 豊富町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1

保護者（または家族）の失業や賃金の未払いまたは減額を受け
たとき。
学校が児童生徒の生活状況や家庭の諸事情の調査等により、準
要保護が必要なとき。
本人から経済的理由により生活が困窮していると申し出がある
とき。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 その他委員会が特に必要と認める者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0
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市区町村名都道府県

北海道 礼文町

北海道 利尻町

北海道 利尻富士町

北海道 幌延町

北海道 美幌町

北海道 津別町

北海道 斜里町

北海道 清里町

北海道 小清水町

北海道 訓子府町

北海道 置戸町

北海道 佐呂間町

北海道 遠軽町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
保護者（または家族）の失業、学校が児童生徒の生活状況や家
庭の諸事情の調査により準要保護が必要と認めるとき、本人か
ら経済的理由により生活が困窮していると申し出があるとき

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 その他特別な事情により、著しく経済的に困窮している者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0
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市区町村名都道府県

北海道 湧別町

北海道 滝上町

北海道 興部町

北海道 西興部村

北海道 雄武町

北海道 大空町

北海道 豊浦町

北海道 壮瞥町

北海道 白老町

北海道 厚真町

北海道 洞爺湖町

北海道 安平町

北海道 むかわ町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 その他経済的理由で生活が困窮している 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0
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市区町村名都道府県

北海道 日高町

北海道 平取町

北海道 新冠町

北海道 浦河町

北海道 様似町

北海道 えりも町

北海道 新ひだか町

北海道 音更町

北海道 士幌町

北海道 上士幌町

北海道 鹿追町

北海道 新得町

北海道 清水町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 経済的な理由により困窮している者 0

○ ○ ○ 特別事情による生活困窮 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0
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市区町村名都道府県

北海道 芽室町

北海道 中札内村

北海道 更別村

北海道 大樹町

北海道 広尾町

北海道 幕別町

北海道 池田町

北海道 豊頃町

北海道 本別町

北海道 足寄町

北海道 陸別町

北海道 浦幌町

北海道 釧路町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1

長期療養、火災、交通事故等の不慮の災害により経済的に困っ
ている者
保護者の失業、勤務先の倒産または賃金不払い等の理由により
経済的に困っている者
その他特別な事情により著しく経済的に困窮している者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0
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市区町村名都道府県

北海道 厚岸町

北海道 浜中町

北海道 標茶町

北海道 弟子屈町

北海道 鶴居村

北海道 白糠町

北海道 別海町

北海道 中標津町

北海道 標津町

北海道 羅臼町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

143 140 136 133 134 139 96 70 124 128 78 75 89 107 106 59 12 1 20 25 173 1 25 5 179

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ 1

・世帯の一員の疾病等に係る医療費等の支払により困窮し、世
帯の収入が、生活保護法第８条第１項の規定により算定された
要保護者の需要額の1.5倍に満たない者
・災害、その他特別な事由により要保護者に準ずる程度に困窮
していると教育委員会が認める者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ 2 0
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北海道 札幌市

北海道 函館市

北海道 小樽市

北海道 旭川市

北海道 室蘭市

北海道 釧路市

北海道 帯広市

北海道 北見市

北海道 夕張市

北海道 岩見沢市

北海道 網走市

北海道 留萌市

北海道 苫小牧市

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 38,601 ○ ○ 21,817

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 32,251

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 29,040 ○ ○ 24,294
校外活動費（宿泊を伴わないもの）につい
て、執行額による記入が困難であるため、令
和７年度予算に計上した単価を記載。

○ ○ 15,500 通学用品費と校外活動費（宿泊を
伴わないもの）を含む。 ○ ○ 54,790 ○ ○ 35,320 ○ ○ 24,691

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 24,623 ○ ○ 11,000 8,239 ○ ○ 15,000 12,635

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 6,586 ○ ○ 66,000 25,029

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,416 ○ ○ 24,998
校外活動費(宿泊を伴うもの)：市の管理施設
を利用しているため費用が発生しない。
生徒会費：小学校では徴収していない。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 21,580 支給平均額は、令和7年度予算に計上した単
価（医療費・給食費は令和6年度実績）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,600 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,268 ○ ○ 11,393 ○ ○ 6,703

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 24,271 ○ ○ 14,000

○ ○ 15,510 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 24,532 ○ ○ 11,000 9,778

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 26,084 ○ ○ 11,000 11,000

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）
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市区町村名都道府県

北海道 稚内市

北海道 美唄市

北海道 芦別市

北海道 江別市

北海道 赤平市

北海道 紋別市

北海道 士別市

北海道 名寄市

北海道 三笠市

北海道 根室市

北海道 千歳市

北海道 滝川市

北海道 砂川市

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 1年生以外は
13,900円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 27,027 ○ ○ 15,000 13,453

令和6年度は
14,000円

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 1,064 ○ ○ 15,000 13,006
通学用品費、校外活動費（宿泊を伴わないも
の）は学用品費に含めて支給している。第一
学年は通学用品費の援助を除いているため、
他学年より少額となっている。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 26,969 ○ ○ 11,000 ○ ○ 14,000 0 オンライン学習通信費、医療費、学校給食費
については、実績なし。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 50,365 ○ ○ 22,690 21,765 ○ ○ 11,000 9,613 R6～支給

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,398 ○ ○ 11,000 11,000

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ ○ 23,750 ○ ○ 10,480 ○ ○ 15,000 13,651
通学費及び生徒会費実績なし。
学用品費、通学用品費、校外活動費（宿泊な
し）は合わせて支給しているため平均額の記
入が困難なため単価を記入。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 25,524 ○ ○ 11,000 10,134 ○ ○ 15,000
・市内小学生にかかる医療費は市で助成して
いるため無料。
・クラブ活動費及び生徒会費については保護
者負担がないため、支給していない。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 28,416 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000
1世帯について1支
給

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 20,520 ○ ○ 25,396 ○ ○ 0

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 令和6年度支給実績なし ○ ○ 33,618 ○ ○ 11,000 10,675

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,725 ○ ○ 11,000 9,447 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 10,843 通学用品費とまとめて支給 ○ ○ 54,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,970

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 27,711 ○ ○ 10,456



179 179

市区町村名都道府県

北海道 歌志内市

北海道 深川市

北海道 富良野市

北海道 登別市

北海道 恵庭市

北海道 伊達市

北海道 北広島市

北海道 石狩市

北海道 北斗市

北海道 当別町

北海道 新篠津村

北海道 松前町

北海道 福島町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 5,950 ○ ○ 39,064 ○ ○ 9,570 現物

○ ○ 13,900 通学用品費相当分を含む ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 23,341 ○ ○ 11,000 10,190 ○ ○ 15,000 13,678 学用品費・通学用品費は合算支給　単価1年
11,630円、2～6年13,900円

○ ○ 15,500 14,895 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,111 ○ ○ 11,000 11,000 「学校生活管理指導表」文書料、対象生徒が
いなったため。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 33,913 R7予算計上単価 ○ ○ 11,000 11,000 R7予算計上単価 ○ ○ 15,000 15,000 R7予算計上単価

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,493

体育実技用具費：スケート授業ありの場合は
11,810円支給、スキー授業ありの場合は
26,500円支給。（支給平均額：13,442円）
準要保護世帯のうち、家庭の通信環境が整っ
ていない世帯に対し、ルータ貸与と併せて
SIMカードを支給。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 22,209 ○ ○ 10,552 ○ ○ 0

○ ○ 11,630 8,478 ○ ○ 63,100 ○ ○ 23,057 ○ ○ 11,000 10,436 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,037 ○ ○ 11,000 9,352 ○ ○ 15,000 13,039

○ ○ 11,630 まとめて支給 ○ ○ 57,060 ○ ○ 29,958 体育実技用具費；スキー等　26,500円
通学用品費：第１学年を除いて支給

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,373 ○ ○ 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 R6実績なし ○ ○ 22,387 ○ ○ 9,000

○ ○ 11,630 ※１年生13,230円　　2～6年
15,510円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 29,860 上限金額が定められてないため ○ ○ 11,000 10,000 ○ ○ 14,000 14,000 １世帯

○ ○ 4,625 ○ ○ 57,060 ○ ○ 29,628 ○ ○ 0 ○ ○ 14,000
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市区町村名都道府県

北海道 知内町

北海道 木古内町

北海道 七飯町

北海道 鹿部町

北海道 森町

北海道 八雲町

北海道 長万部町

北海道 江差町

北海道 上ノ国町

北海道 厚沢部町

北海道 乙部町

北海道 奥尻町

北海道 今金町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 3,195 教育費無償化事業との差額 ○ ○ 7,060 教育費無償化事業との差額 ○ ○ 0 教育費無償化事業 ○ ○ 11,000 6,500 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 9,706 ○ ○ 54,060 0 ○ スクールバス運行 ○ ○ 22,690 7,563 ○ ○ 11,000 3,000 ○ ○ 14,000 9,333

上限額を設け定額支給をすることとなってい
るが、R5については、支給額よりも合計実費
額が多い費目があったため、援助費の予算科
目から
学校側に直接支払いしている部分と準要保護
認定保護者へ支払っている部分がある。※準
要保護認定保護者は実質負担ゼロ

○ ○ 11,630 通学用品費とまとめて支給 ○ ○ 47,060 ○ ○ 31,393
給食費：認定者の給食費は免除となるため支
給実績なし。（参考　月額4,600円　第２子
半額、第３子無料）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ※１ ○ ○ 0 ※２
※１　修学旅行、校外学習費、給食費につい
ては完全無償化
※２　実績なし（令和６年度）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 37,757 ○ ○ 7,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 29,696 ○ ○ 11,000 4,700
オンライン学習通信費を設定していないの
は、一人一台端末を貸与し通信料を自治体で
全額負担しているため。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,000 ○ ○ 11,000 0 支出実績なし ○ ○ 0 支出実績なし

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 8,800 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 9,500 ○ ○ 14,000 0 実績なし

○ ○ 13,900 ○ ○ 57,060 ○ ○ 31,710

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 38,670

○ ○ 11,630 ○ ○ 51,060 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690



179 179

市区町村名都道府県

北海道 せたな町

北海道 島牧村

北海道 寿都町

北海道 黒松内町

北海道 蘭越町

北海道 ニセコ町

北海道 真狩村

北海道 留寿都村

北海道 喜茂別町

北海道 京極町

北海道 倶知安町

北海道 共和町

北海道 岩内町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 51,060 ○ ○ 22,690 20,736 ○ ○ 11,000 ○ ○ 12,000 0 実績なし オンライン学習通信費　実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 16,910 ○ ○ 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 20,692 ○ ○ 13,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 31,582 ○ ○ 11,000 8,500 ○ ○ 14,000 0 実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 23,000 ○ ○ 9,500 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 7,000
学用品費と通学用品費は合わせて単価設定し
ているが、通学用品費は必要とする児童生徒
がいないため０円（学用品費に単価記載）
給食費は令和７年度全児童生徒無償

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 20,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 19,103 ○ ○ 15,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 18,500 ○ ○ 0 実績なし

○ ○ 11,630 (3)補足事項に記載 ○ ○ 57,060 ○ ○ 30,000 ○ ○ 11,000

・学用品費は、学用品費11,630円と通学用品
費2,270円を合算して支給しています。
・PTA会費は、第一子については2,020円、第
二子以降については620円を支給していま
す。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 24,260 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,398 ○ ○ 11,000 ○ ○ 12,078 ○
(3)補足事項に記
載

　オンライン学習通信費：Wi-Fiルーターの
貸し出し

○ ○ 11,630 通学用品費と合わせて支給 ○ ○ 57,060 ○ ○ 24,026 ○ ○ 11,000 9,625
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市区町村名都道府県

北海道 泊村

北海道 神恵内村

北海道 積丹町

北海道 古平町

北海道 仁木町

北海道 余市町

北海道 赤井川村

北海道 南幌町

北海道 奈井江町

北海道 上砂川町

北海道 由仁町

北海道 長沼町

北海道 栗山町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,100 ○ 全児童生徒無償化 ○ ○ 20,200 ○ 全児童生徒無償化

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 28,700

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 23,000 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 14,000 0 実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 31,520 ○ ○ 9,980 9,980

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 23,380

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 11,000

○ ○ 13,900 1年生のみ11,630円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 23,980 ○ ○ 8,800

○ ○ 13,900 ○ ○ 57,060 通学用品費含む ○ ○ 26,894 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 14,000 0 学用品費～1年生一定額11,630円、2～6年生
一定額13,900円

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 9,980 ○ ○ 17,800

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,440 ○ ○ 11,000 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 18,237 ○ ○ 11,000 10,133 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,150 ○ ○ 11,000 8,800



179 179

市区町村名都道府県

北海道 月形町

北海道 浦臼町

北海道 新十津川町

北海道 妹背牛町

北海道 秩父別町

北海道 雨竜町

北海道 北竜町

北海道 沼田町

北海道 鷹栖町

北海道 東神楽町

北海道 当麻町

北海道 比布町

北海道 愛別町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 R6実績なし ○ ○ 22,690 15,265 ○ ○ 11,000 8,970 ○ ○ 15,000 0 R6実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 13,014 ○ ○ 27,588 ○ ○ 11,000 9,560

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 32,549 ○ ○ 14,000 ○ ○ 0 実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 ○ 57,060 0 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000 0 実績なし

○ ○ 11,630 7,753 ○ ○ 57,060 0 実績なし ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 15,000 7,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 28,530 ○ ○ 26,871 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000 医療費：実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 18,000 ○ ○ 22,000 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 0 実績なし ○ ○ 11,000 10,000 ○ ○ 15,000 学校給食費については、保護者への支給はな
く、町の会計間で支払いをしている。

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 9,167 ○ ○ 0

○ ○ 13,900 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000



179 179

市区町村名都道府県

北海道 上川町

北海道 東川町

北海道 美瑛町

北海道 上富良野町

北海道 中富良野町

北海道 南富良野町

北海道 占冠村

北海道 和寒町

北海道 剣淵町

北海道 下川町

北海道 美深町

北海道 音威子府村

北海道 中川町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 55,868 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 13,025 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 14,000 0 実績なし

○ ○ 14,390 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 19,400 ○ ○ 11,000 11,000 医療費の支給実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,796 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 14,000 学校給食費は、無償化を実施。

○ ○ 13,900 13,522 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 24,584 ○ ○ 17,000 ○ ○ 14,000 支給平均額０円は実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,799 ○ ○ 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 40,020 40,020 ○ ○ 22,690 22,690

制度ではありませんが、各学校の
予算として別途卒業アルバム代を
設けており、就学援助を受けてい
るかどうかに関わらず、そちらか
ら支給しております。

○ ○ 15,000 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 27,000 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 5,933 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,900 ○ ○ 13,200 ○ ○ 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 29,061 ○ ○ 15,000 医療費の実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 60,090 R7予算単価 ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 35,000 ○ ○ 13,000 R7予算単価

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 18,171 ○ ○ 11,000 0 R6年度実績なし ○ ○ 14,000 0 R6年度実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 支給実績なし ○ ○ 37,100 ○ ○ 11,000



179 179

市区町村名都道府県

北海道 幌加内町

北海道 増毛町

北海道 小平町

北海道 苫前町

北海道 羽幌町

北海道 初山別村

北海道 遠別町

北海道 天塩町

北海道 猿払村

北海道 浜頓別町

北海道 中頓別町

北海道 枝幸町

北海道 豊富町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 26,690 ○ ○ 9,900

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 18,200 ○ ○ 11,000 0 実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 26,510

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 0 実績なし ○ ○ 11,000 0 実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 27,795 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 22,690 0 実績なし ○ ○ 11,000 0 実績なし ○ ○ 15,000 0 実績なし

○ ○ 15,500 13,300 ○ ○ 0 0 実績なし ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 0 実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,526 ○ ○ 11,000 実績なし ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 0 支給実績なし ○ ○ 11,000 0 支給実績なし

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 37,152 ○ ○ 11,000 7,560 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 13,900 1年生のみ11,630円、他の学年は
13,900円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 31,251 ○ ○ 11,000 7,468 ○ ○ 15,000

令和７年度　学用品費（１年７名－２４％、
他学年２２名－７６％）　※支給実績の多い
学年を記載

○ ○ 15,500

1年生：学用品費 11,630円 校外
活動費 1,600円　計 13,230円
2～6年生：学用品費 11,630円 通
学用品費 2,270円 校外活動費
1,600円　計 15,500円

○ ○ 57,060 ○ ○ 21,580 21,580
学用品の額について、「学用品費」「通学用
品費」「校外学習費(宿泊を伴わないもの)」
の上限を合計した額を支給。



179 179

市区町村名都道府県

北海道 礼文町

北海道 利尻町

北海道 利尻富士町

北海道 幌延町

北海道 美幌町

北海道 津別町

北海道 斜里町

北海道 清里町

北海道 小清水町

北海道 訓子府町

北海道 置戸町

北海道 佐呂間町

北海道 遠軽町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 15,500 ○ ○ 57,060 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 15,500 ○ ○ 51,060 ○ ○ 6,213

○ ○ 13,270 ○ ○ 54,060 学用品費については、1学年11,100円、2-6年
13,270円。

○ ○ 11,630 10,292 ○ ○ 51,060 51,060 ○ ○ 10,580 ○ ○ 11,000 8,800

○ ○ 13,900 (3)補足事項 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,448 ○ ○ 13,006 ○ ○ 15,000 0 実績なし

学用品費：小学校1年生　11,630円
　　　 　　　 小学校2年以上　13,900円
体育実技用具：スキー　26,500円
　　　　　　        スケート　11,810円
（学校の指定する2つの学年を対象にスキー
又はスケートのどちらか支給）

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 25,824 ○ ○ 13,200

○ ○ 13,900 13,766 ○ ○ 54,060 54,060 スクールバスで通学支援を行って
いるため支給なし ○ ○ 23,676 ○ ○ 12,000 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 8,098 ○ ○ 10,000 10,000 ○ ○ 15,980 ○ ○ 13,000 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 23,829 ○ ○ 16,500 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 23,470 ○ ○ 11,200 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000
体育実技用具費：１・４年生、通学用品費：
２～６年生、修学旅行費・卒業アルバム代：
6年生、学校給食費：56,600円

○ ○ 11,630 10,661 ○ ○ 57,060 0 実績なし ○ ○ 27,719 ○ ○ 11,000 ○ ○ 0 実績なし
校外学習費、オンライン学習通信費、卒業ア
ルバム代については、要綱には記載させてい
ないが対応可能

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 23,423 ○ ○ 11,000 10,819 ○ ○ 15,000 0 実績なし



179 179

市区町村名都道府県

北海道 湧別町

北海道 滝上町

北海道 興部町

北海道 西興部村

北海道 雄武町

北海道 大空町

北海道 豊浦町

北海道 壮瞥町

北海道 白老町

北海道 厚真町

北海道 洞爺湖町

北海道 安平町

北海道 むかわ町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 23,526 ○ ○ 11,000

○ ○ 11,630 まとめて支給 ○ ○ 57,060 ○ スクールバス対応 ○ ○ 30,515 令和6年度実績額 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 27,470 ○ ○ 11,000 ○ ○ 0

医療費・オンライン学習通信費・学校生活管
理指導表作成費（アレルギー疾患用）・生徒
会費・クラブ活動費実績なし
要綱に記載はないが、オンライン学習通信費
は支給できることとしている。

○ ○ 11,630 2,326 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 13,807 ○ ○ 0 実績なし

○ ○ 11,630 4,648 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 0 実績なし ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,836 ○ ○ 11,000 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,000 ○ ○ 3,880 ○ ○ 15,000 「クラブ活動費」「生徒会費」実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 29,960 ○ ○ 15,000

○ ○ 6,885 通学用品費と合わせて支給。1年
11,520円・2年～6年13,770円 ○ ○ 50,600 ○ ○ 30,496 ○ ○ 10,698 ○ ○ 2,000

令和6年度実績な
し

○ ○ 13,900 ○ ○ 57,060 ○ 厚真町遠距離通学児童生徒に対す
る援助費取扱基準で支援 ○ ○ 27,744 ○ ○ 8,390 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 R6実績なし ○ ○ 27,005 ○ ○ 8,787 ○ ○ 15,000 11,418 支給なし6人

○ ○ 11,420 ○ ○ 51,790 ○ ○ 28,042 ○ ○ 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 7,000 ○ ○ 11,000 ※補助基準額を限度とする
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市区町村名都道府県

北海道 日高町

北海道 平取町

北海道 新冠町

北海道 浦河町

北海道 様似町

北海道 えりも町

北海道 新ひだか町

北海道 音更町

北海道 士幌町

北海道 上士幌町

北海道 鹿追町

北海道 新得町

北海道 清水町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 15,791 ○ ○ 11,000 7,210

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,520 ○ ○ 14,830 ○ ○ 11,000 0 支給実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 18,000 R7予算額 ○ ○ 11,000

○ ○ 16,260 ※1年生は13,990円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,800 ○ ○ 11,000 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 24,300 ○ ○ 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,581 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 20,412 ○ ○ 15,000

○ ○ 13,230 ○ ○ 57,060 ○ ○ 2,004 ○ ○ 26,198 ○ ○ 12,438 ○ ○ 1,631

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 32,750 ○ ○ 16,000 ○ ○ 0

○ ○ 12,994 ○ ○ 57,060 ○ ○ 24,531 ○ ○ 11,000 ○ ○ 21,120
モバイルルーター
を無償貸与

○ ○ 15,500 1年生13,230円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 71,554 ○ ○ 11,000 8,190

○ ○ 15,500 ○ ○ 54,060 ○ ○ 27,000 ○ ○ 8,800 ○ ○ 14,000

○ ○ 11,630

学用品費費等として学用品費、通
学用品費、校外活動費と併せて支
出
第１学年：新入学児童生徒学用品
費等へ統合（11,630円）
他学年：11,630円

○ ○ 57,060
学用品費　第１学年11,630円を新
入学児童生徒学用品費等（57,060
円）へ統合して支給

○ ○ 27,473 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000
世帯に
対して支給
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市区町村名都道府県

北海道 芽室町

北海道 中札内村

北海道 更別村

北海道 大樹町

北海道 広尾町

北海道 幕別町

北海道 池田町

北海道 豊頃町

北海道 本別町

北海道 足寄町

北海道 陸別町

北海道 浦幌町

北海道 釧路町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 27,736 ○ ○ 11,000 9,983 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 28,573 ○ ○ 14,300 ○ ○ 15,000 14,000 R7年度から増額

クラブ活動費、生徒会費については、保護者
負担がなかったため０円
保護費については、該当児童がいなかったた
め０円
医療費については、18歳まで医療費無料の独
自政策を実施しているため、品目なし。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ スクールバス乗車のため支給して
いない ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 0 ○

モバイルルーター
を希望者に貸与

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000

体育実技用具費はスケート靴購入費として
１・４年生を対象に支給している。
通学用品費は２～６年生を対象に、修学旅行
費及び卒業アルバム代は６年生を対象に支給
している。
校外活動費は宿泊の有無について特に取り決
めはなく、併せて一定額1,600円を支給して
いる。
修学旅行費、医療費は実績なし。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,403 ○ ○ 15,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 13,900
左記は2～6年生の額
1年生の支給額は、89.1%（12,390
円）

○ ○ 57,060 ○ ○ 27,299 ○ ○ 11,000 10,738 医療費は実績なし。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 28,757 ○ ○ 11,000 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 29,809 令和6年度 ○ ○ 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 30,384

○ ○ 13,900 ○ ○ 57,060 ○ ○ 27,571 ○ ○ 11,000 10,500 ○ ○ 15,000 クラブ活動費、生徒会費、医療費実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 15,400 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000 0 実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 30,380 ○ ○ 16,200
通学用品費は小学１年生支給なし。通学費・
クラブ活動費・生徒会費・医療費は対象者が
いないため支給実績なし。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,175 ○ ○ 11,000 8,061 ○ ○ 15,000
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市区町村名都道府県

北海道 厚岸町

北海道 浜中町

北海道 標茶町

北海道 弟子屈町

北海道 鶴居村

北海道 白糠町

北海道 別海町

北海道 中標津町

北海道 標津町

北海道 羅臼町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 21 178 2 2 21 21 21 156 156 1 10 51 46 46 4 4 4 1 1 4 37 175 142 142 28 28 28 5 5 1 20 139 50 50 66 66 66 23 23 1 19 101 15 15 37 37 37 49 49 2 29 41

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 29,022 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000 1,200

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 5,333

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,675 ○ ○ 11,044 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 11,231 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 25,229 ○ ○ 8,567 ○ ○ 14,000 13,520
クラブ活動費・生徒会費・医療費は令和６年
度支給実績なし
各費目の支給平均額は「令和６年度年間支給
金額÷実支給者数」で算出

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,817 ○ ○ 0

・校外活動費（宿泊を伴わないもの・伴うも
の）、卒業アルバム代等、医療費は対象費目
であるが実績なし。
・学校給食費は、令和3年度より無償化とし
ている。

○ ○ 11,630 ○ ○ 60,000 ○ ○ 29,535 ○ ○ 0 R6実績なし ○ ○ 3,750 0 R6実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 28,000 ○ ○ 11,000 10,406 ○ ○ 15,000 13,858

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,210 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 31,455 ○ ○ 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 44,300 ○ ○ 8,800 ○ ○ 14,000
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北海道 札幌市

北海道 函館市

北海道 小樽市

北海道 旭川市

北海道 室蘭市

北海道 釧路市

北海道 帯広市

北海道 北見市

北海道 夕張市

北海道 岩見沢市

北海道 網走市

北海道 留萌市

北海道 苫小牧市

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 52,574 ○ ○ 64,427

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 7,140 ○ ○ 61,455

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 56,031 ○ ○ 74,150 校外活動費（宿泊を伴わないもの）について、執行額による記入が
困難であるため、令和７年度予算に計上した単価を記載。

○ ○ 27,310 通学用品費と校外活動費（宿泊
を伴わないもの）を含む。 ○ ○ 60,730 ○ ○ 31,240 ○ ○ 47,912

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 61,382 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000 13,481 クラブ活動費と生徒会費については、市内中学校の最高額を限度額
としている

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 6,551 ○ ○ 66,000 48,595

体育実技用具費は、各校の実施競技に応じて上限変動。柔道7,650
円　剣道52,900円　スキー38,030円　スケート11,810円　7割程度
の中学校が柔道を選択。修学旅行費上限額は、釧路市就学援助実施
要領や内規により66,000円と定めて以来、上限額を固定して運用し
ている。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 (３)に記載 ○ ○ 53,841 通学費：支給対象者なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 56,176 支給平均額は、令和7年度予算に計上した単価（医療費・給食費は
令和6年度実績）

○ ○ 22,730 ○ ○ 6,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,720 ○ ○ 63,000 ○ ○ 75,549 ○ ○ 9,460 ○ ○ 7,187

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 62,925 ○ ○ 14,000

○ ○ 25,040 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 46,470 ○ ○ 8,800 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 64,956 ○ ○ 8,800 8,800
体育実用具について、以下の２つについて上限額を設定し、支給対
象としている。柔道着：上限額7,650円、スケート：上限額11,810
円　支給平均額7,795円

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費



179 179

市区町村名都道府県

北海道 稚内市

北海道 美唄市

北海道 芦別市

北海道 江別市

北海道 赤平市

北海道 紋別市

北海道 士別市

北海道 名寄市

北海道 三笠市

北海道 根室市

北海道 千歳市

北海道 滝川市

北海道 砂川市

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 1年生以外は25,000円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 45,099 ○ ○ 15,000 13,922 令和6年度は14,000円

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000 13,414
通学用品費、校外活動費（宿泊を伴わないもの）は学用品費に含め
て支給している。第一学年は通学用品費の援助を除いているため、
他学年より少額となっている。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 68,897 ○ ○ 8,800 ○ ○ 14,000 0 体育実技用具費、通学費、校外活動費（宿泊を伴わないもの）、医
療費、学校給食費については、実績なし。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 66,020 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 8,800 8,734 R6～支給

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 76,121 ○ ○ 8,800 8,800

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ ○ 69,631 ○ ○ 8,800 ○ ○ 15,000 13,910
通学費及び医療費は令和4年度以降実績なし。
学用品費、通学用品費、校外活動費（宿泊なし）は合わせて支給し
ているため平均額の記入が困難なため単価を記入。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 6,625 ○ ○ 53,841 ○ ○ 8,800 8,438 ○ ○ 15,000 ・市内中学生にかかる医療費は市で助成しているため無料。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,619 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 48,566 ○ ○ 72,206 ○ ○ 0

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 令和6年度支給実績なし ○ ○ 72,595 ○ ○ 8,800 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 72,249 ○ ○ 15,000 8,509 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 21,901 通学用品費とまとめて支給 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 55,049
体育実技用具費：柔道着とスキー用具それぞれ上限額を設定し、上
限額以下であれば実費分を支給。
　柔道着：7,650円、スキー：38,030円（平均支給額　柔道：6,025
円、スキー：29,108円）

○ ○ 25,910 ○ ○ 63,000 ○ ○ 67,000 ○ ○ 7,800



179 179

市区町村名都道府県

北海道 歌志内市

北海道 深川市

北海道 富良野市

北海道 登別市

北海道 恵庭市

北海道 伊達市

北海道 北広島市

北海道 石狩市

北海道 北斗市

北海道 当別町

北海道 新篠津村

北海道 松前町

北海道 福島町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 81,102 ○ ○ 4,290

○ ○ 22,730 通学用品費相当分を含む ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,325 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000 13,592 学用品費・通学用品費　1年22,730円、2・3年25,000円

○ ○ 27,310 26,878 ○ ○ 63,000 ○ ○ 50,529 ○ ○ 10,000 8,800 「学校生活管理指導表」文書料、対象生徒がいなったため。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 113,400 R7予算計上単価 ○ ○ 69,680 R7予算計上単価 ○ ○ 10,000 10,000 R7予算計上単価 ○ ○ 15,000 15,000 R7予算計上単価

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 70,664

体育実技用品費：スキー授業ありの場合は38,030円支給、柔道授業
ありの場合は3,800円を上限とする額を支給。（支給平均額：
38,030円）
準要保護世帯のうち、家庭の通信環境が整っていない世帯に対し、
ルータ貸与と併せてSIMカードを支給。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 60,910 ○ ○ 8,800 ○ ○ 0

○ ○ 22,730 13,423 ○ ○ 79,500 ○ ○ 64,610 ○ ○ 8,800 8,631 ○ ○ 15,000 体育実技用具費：中学校1年生のみ対象　オンライン学習通信費：1
世帯あたり一律

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 57,461 ○ ○ 10,000 8,648 ○ ○ 15,000 13,537

○ ○ 22,730 まとめて支給 ○ ○ 63,000 ○ ○ 63,016 体育実技用具費：柔道7,650円、剣道52,900円、スキー等38,030円
通学用品費：第１学年を除いて支給

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 68,084 ○ ○ 10,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 0 R6実績なし ○ ○ 0 R6実績なし ○ ○ 0 R6実績なし 令和６年度は準要保護生徒がいないため、支給実績はありません。

○ ○ 22,730 ※１年生25,040円　　2～3年
27,310円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 69,460 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 14,000 14,000 １世帯

○ ○ 13,910 ○ ○ 63,000 ○ ○ 59,942 ○ ○ 10,000 ○ ○ 14,000



179 179

市区町村名都道府県

北海道 知内町

北海道 木古内町

北海道 七飯町

北海道 鹿部町

北海道 森町

北海道 八雲町

北海道 長万部町

北海道 江差町

北海道 上ノ国町

北海道 厚沢部町

北海道 乙部町

北海道 奥尻町

北海道 今金町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 9,587 教育費無償化事業との差額 ○ ○ 0 ○ ○ 0 教育費無償化事業 ○ ○ 8,800 860 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 9,510 ○ ○ 60,000 0 ○ ○ 80,880 0 ○ ○ 60,910 57,483 ○ ○ 8,800 4,666 ○ ○ 14,000 4,666

上限額を設け定額支給をすることとなっているが、R5については、
支給額よりも合計実費額が多い費目があったため、援助費の予算科
目から
学校側に直接支払いしている部分と準要保護認定保護者へ支払って
いる部分がある。※準要保護認定保護者は実質負担ゼロ

○ ○ 22,730 通学用品費とまとめて支給 ○ ○ 63,000 ○ ○ 58,261
給食費：認定者の給食費は免除となるため支給実績なし。（参考
月額5,680円　第２子半額、第３子無料）

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ※１ ○ ○ 0 ※２
※１　体育実技用具費、修学旅行、校外学習費、給食費については
完全無償化
※２　実績なし（令和６年度）

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 55,066 ○ ○ 8,900

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 70,594 ○ ○ 10,000 7,800 オンライン学習通信費を設定していないのは、一人一台端末を貸与
し通信料を自治体で全額負担しているため。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 0 支出実績なし ○ ○ 10,000 8,300 ○ ○ 0 支出実績なし

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 53,770 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 14,000 0 実績なし

○ ○ 23,000 ○ ○ 63,000 ○ ○ 147,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 64,040

○ ○ 22,730 ○ ○ 60,000 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910



179 179

市区町村名都道府県

北海道 せたな町

北海道 島牧村

北海道 寿都町

北海道 黒松内町

北海道 蘭越町

北海道 ニセコ町

北海道 真狩村

北海道 留寿都村

北海道 喜茂別町

北海道 京極町

北海道 倶知安町

北海道 共和町

北海道 岩内町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,530 ○ ○ 60,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 8,800 ○ ○ 12,000 0 実績なし オンライン学習通信費　実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 R6実績なし ○ ○ 10,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 75,267 ○ ○ 13,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 73,500 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 14,000 0 実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 63,059 ○ ○ 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 10,000
学用品費と通学用品費は合わせて単価設定しているが、通学用品費
は必要とする児童生徒がいないため０円（学用品費に単価記載）
給食費は令和７年度全児童生徒無償

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 15,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,910 ○ ○ 8,800

○ ○ 22,730 (3)補足事項に記載 ○ ○ 63,000

補
足
事
項
に
記
載

○ ○ 80,000 ○ ○ 8,800
・学用品費は、学用品費22,730円と通学用品費2,270円を合算して
支給しています。
・PTA会費は、第一子については2,400円、第二子以降については
800円を支給しています。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 72,603 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 74,044 ○ ○ 10,000 ○ ○ 21,208 (3)補足事項に記載 オンライン学習通信費：Wi-Fiルーターの貸し出し

○ ○ 22,730 通学用品費と合わせて支給 ○ ○ 63,000 ○ ○ 69,671 ○ ○ 8,800 8,800



179 179

市区町村名都道府県

北海道 泊村

北海道 神恵内村

北海道 積丹町

北海道 古平町

北海道 仁木町

北海道 余市町

北海道 赤井川村

北海道 南幌町

北海道 奈井江町

北海道 上砂川町

北海道 由仁町

北海道 長沼町

北海道 栗山町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 21,700 ○ 全児童生徒無償化 ○ ○ 94,000 ○ 全児童生徒無償化

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 79,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 75,266

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 77,000 ○ ○ 10,000 7,230 ○ ○ 14,000 0 実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 0 実績なし ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 79,525 ○ ○ 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 77,619

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 10,000

○ ○ 25,000 1年生のみ22,730円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 78,000 ○ ○ 8,123

○ ○ 25,000 ○ ○ 63,000 通学用品費含む ○ ○ 77,200 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 14,000 0 学用品費～1年生一定額22,730円2～3年生一定額25,000円

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 131,801

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 8,800 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 73,000 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 40,571 ○ ○ 10,000 8,800



179 179

市区町村名都道府県

北海道 月形町

北海道 浦臼町

北海道 新十津川町

北海道 妹背牛町

北海道 秩父別町

北海道 雨竜町

北海道 北竜町

北海道 沼田町

北海道 鷹栖町

北海道 東神楽町

北海道 当麻町

北海道 比布町

北海道 愛別町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 38,030 ○ ○ 0 R6実績なし ○ ○ 60,910 0 R6実績なし ○ ○ 10,000 0 R6実績なし ○ ○ 15,000 0 R6実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 64,487 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 15,000
（１）以外の援助費目：拡大教材費・・・基準額を上限に実費の
1/2（ページ数×1ページ当たり単価（限度額42円）×1/2により算
出）

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 75,000 ○ ○ 10,000 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 69,468 ○ ○ 20,000 ○ ○ 0 実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,910 0 実績なし ○ ○ 15,000 0 実績なし

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 0 実績なし ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 140,260 ○ ○ 15,000 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 0 該当なし ○ ○ 73,000 ○ ○ 12,000 ○ ○ 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 69,648 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 76,420 ○ ○ 36,000 ○ ○ 58,900 ○ ○ 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 年
生
対
象

○ ○ 60,910 0 実績なし ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000 学校給食費については、保護者への支給はなく、町の会計間で支払
いをしている。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 18,700

○ ○ 25,000 ○ ○ 63,000 ○ ○ 36,601 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 15,000



179 179

市区町村名都道府県

北海道 上川町

北海道 東川町

北海道 美瑛町

北海道 上富良野町

北海道 中富良野町

北海道 南富良野町

北海道 占冠村

北海道 和寒町

北海道 剣淵町

北海道 下川町

北海道 美深町

北海道 音威子府村

北海道 中川町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 8,800 0 実績なし ○ ○ 14,000 0 実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 57,700 ○ ○ 10,000 8,800 医療費の支給実績なし、生徒会費はR７より公費負担となり費目削
除します

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 56,196 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 14,000 校外活動費(宿泊を伴わないもの)は、他事業で支給。
学校給食費は、無償化を実施。

○ ○ 25,000 24,092 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 56,000 ○ ○ 15,500 ○ ○ 14,000 支給平均額０円は実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 68,599 ○ ○ 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 80,880 80,880 ○ ○ 60,910 60,910

制度ではありませんが、各学校の
予算として別途卒業アルバム代を
設けており、就学援助を受けてい
るかどうかに関わらず、そちらか
ら支給しております。

○ ○ 15,000 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 59,785 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 8,474 ○ ○ 63,000 ○ ○ 68,932 ○ ○ 13,750 ○ ○ 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 66,124 ○ ○ 15,000 医療費の実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 67,000 R7予算単価 ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 80,000 ○ ○ 12,000 R7予算単価

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 30,455 0 R6年度実績なし ○ ○ 10,000 0 R6年度実績なし ○ ○ 15,000 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 支給実績なし ○ ○ 50,000 ○ ○ 8,800



179 179

市区町村名都道府県

北海道 幌加内町

北海道 増毛町

北海道 小平町

北海道 苫前町

北海道 羽幌町

北海道 初山別村

北海道 遠別町

北海道 天塩町

北海道 猿払村

北海道 浜頓別町

北海道 中頓別町

北海道 枝幸町

北海道 豊富町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 61,182 ○ ○ 9,200

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 49,799 ○ ○ 8,800 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 0 実績なし ○ ○ 0 実績なし

○ ○ 2,273 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 67,548 ○ ○ 8,800 6,150

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 62,296 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 0 実績なし ○ ○ 60,910 0 実績なし ○ ○ 10,000 0 実績なし ○ ○ 15,000 14,000

○ ○ 27,310 25,604 ○ ○ 63,000 0 実績なし ○ ○ 66,500 ○ ○ 6,430

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 74,560 ○ ○ 10,000 実績なし ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,910 0 支給実績なし ○ ○ 10,000 0 支給実績なし

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 0 支給実績なし ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 61,475 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 25,000 1年生のみ22,730円、他の学年は
25,000円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 68,109 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 15,000 令和７年度　学用品費（１年９名－４３％、他学年１２名－５

７％）　※支給実績の多い学年を記載

○ ○ 27,310

1年生：学用品費 22,730円 校外
活動費 2,310円　計 25,040円
2～3年生：学用品費 22,730円
通学用品費 2,270円 校外活動費
2,310円　計 27,310円

○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 学用品の額について、「学用品費」「通学用品費」「校外学習費
(宿泊を伴わないもの)」の上限を合計した額を支給。



179 179

市区町村名都道府県

北海道 礼文町

北海道 利尻町

北海道 利尻富士町

北海道 幌延町

北海道 美幌町

北海道 津別町

北海道 斜里町

北海道 清里町

北海道 小清水町

北海道 訓子府町

北海道 置戸町

北海道 佐呂間町

北海道 遠軽町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 27,310 ○ ○ 63,000 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 60,000 ○ ○ 17,216

○ ○ 23,870 ○ ○ 63,000 学用品費については、1学年21,700円、2-3年23,870円。

○ ○ 22,730 20,843 ○ ○ 60,000 60,000 ○ ○ 55,013 ○ ○ 10,000 7,360

○ ○ 25,000 ○ ○ 63,000 ○ ○ 62,876 ○ ○ 12,800 ○ ○ 14,000 0 実績なし

学用品費：中学校1年　22,730円
中学校2年生以上　学用品費：中学校1年　22,730円
中学校2年生以上　25,000円
体育実技用具：水泳用具・柔道着・スキーの額　中学校スキー
38,030円　中学校水泳男子　4,345円（4,565円）　中学校水泳女子
6,545円（6,765円）（）の金額についてはサイズ４L以上の金額。
中学校柔道着　7,650円

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 56,479 ○ ○ 18,500

○ ○ 25,000 24,319 ○ ○ 63,000 63,000 スクールバスの運行支援をおこ
なっているため支給なし ○ ○ 61,489 ○ ○ 13,964 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 10,137 ○ ○ 19,250 ○ ○ 69,715 ○ ○ 16,800 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 61,594 ○ ○ 18,200 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 62,017 ○ ○ 14,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,000 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000
体育実技用具費：1年生、通学用品費：２・３年生、修学旅行費・
卒業アルバム代：3年生、学校給食費：1・2年生63,400円・3年生
60,230円

○ ○ 22,730 21,215 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 63,519 ○ ○ 14,000 ○ ○ 0 実績なし
校外学習費、オンライン学習通信費、卒業アルバム代については、
要綱には記載させていないが対応可能

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 66,215 ○ ○ 10,000 8,422 ○ ○ 14,000 0 実績なし



179 179

市区町村名都道府県

北海道 湧別町

北海道 滝上町

北海道 興部町

北海道 西興部村

北海道 雄武町

北海道 大空町

北海道 豊浦町

北海道 壮瞥町

北海道 白老町

北海道 厚真町

北海道 洞爺湖町

北海道 安平町

北海道 むかわ町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 64,049 ○ ○ 10,000 生徒会費は各学校で設定した金額を支給しているが、今年度は生徒
会費を徴収している学校なし

○ ○ 22,730 まとめて支給 ○ ○ 63,000 スクールバス対応 ○ ○ 64,027 令和７年度予算額 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 69,301 ○ ○ 10,000 ○ ○ 0
医療費・オンライン学習通信費・学校生活管理指導表作成費（アレ
ルギー疾患用）実績なし
要綱に記載はないが、オンライン学習通信費は支給できることとし
ている。

○ ○ 22,730 5,290 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 0 ○ ○ 0

○ ○ 22,730 15,649 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 65,877 ○ ○ 8,800 ○ ○ 14,000 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 71,000 ○ ○ 15,000 ○ ○ 15,000 「体育実技用具費」実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 86,919 ○ ○ 15,000

○ ○ 12,380 通学用品費と合わせて支給。1年
22,510円・2年～3年24,760円 ○ ○ 57,400 ○ ○ 69,110 ○ ○ 11,938 ○ ○ 2,000 令和6年度実績なし

○ ○ 25,000 ○ ○ 63,000 ○ 厚真町遠距離通学児童生徒に対す
る援助費取扱基準で支援 ○ ○ 75,336 ○ ○ 13,275 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 R6実績なし ○ ○ 61,738 ○ ○ 10,204 ○ ○ 15,000 14,629 支給なし1人

○ ○ 22,730 ○ ○ 57,730 ○ ○ 74,000 ○ ○ 10,600 令和7年度予算に計上した額から支給平均額を算出。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 7,000 ○ ○ 10,000 ※補助基準額を限度とする



179 179

市区町村名都道府県

北海道 日高町

北海道 平取町

北海道 新冠町

北海道 浦河町

北海道 様似町

北海道 えりも町

北海道 新ひだか町

北海道 音更町

北海道 士幌町

北海道 上士幌町

北海道 鹿追町

北海道 新得町

北海道 清水町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 68,650 ○ ○ 8,800 6,345

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 84,813 ○ ○ 71,909 ○ ○ 8,800 8,250

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 73,500 ○ ○ 10,000

○ ○ 28,790 ※1年生は、26,520円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 89,215 ○ ○ 8,800 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 72,635 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 76,870 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 62,107 ○ ○ 10,000 7,523 ○ ○ 15,000

○ ○ 25,040 ○ ○ 63,000 ○ ○ 34,177 ○ ○ 68,684 ○ ○ 11,933 ○ ○ 1,631

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 74,600 ○ ○ 16,500 ○ ○ 0

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 78,000 ○ ○ 10,000 ○ ○ 21,120 モバイルルーターを無
償貸与

○ ○ 27,310 1年生は25,040円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 70,960 ○ ○ 10,000 7,869

○ ○ 25,040 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,000 ○ ○ 2,800 ○ 11,000 ○ ○ 14,000 PTA会費

○ ○ 22,730

学用品費費等として学用品費、
通学用品費、校外活動費と併せ
て支出
第１学年：新入学児童生徒学用
品費等へ統合（22,730円）
他学年：22,730円

○ ○ 63,000
学用品費　第１学年22,730円を新
入学児童生徒学用品費等（63,000
円）へ統合して支給

○ ○ 73,067 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000 世帯に
対して支給



179 179

市区町村名都道府県

北海道 芽室町

北海道 中札内村

北海道 更別村

北海道 大樹町

北海道 広尾町

北海道 幕別町

北海道 池田町

北海道 豊頃町

北海道 本別町

北海道 足寄町

北海道 陸別町

北海道 浦幌町

北海道 釧路町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 67,759 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 61,000 ○ ○ 11,000 ○ ○ 14,000 14,000 R7年度から増額

体育実技用具費はスキーのレンタル料を対象としているが、Ｒ５年
度は雪不足によりスキー学習を実施しなかったため、０円
医療費については、18歳まで医療費無料の独自政策を実施している
ため、品目なし。
保護費については、該当生徒がいなかったため、０円

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ スクールバス乗車のため、支給な
し ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 10,000 ○ ○ 0 ○ モバイルルーターを希

望者に貸与

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 61,308 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000

通学用品費は２・３年生を対象に、修学旅行費及び卒業アルバム代
は３年生を対象に支給している。
校外活動費は宿泊の有無について特に取り決めはなく、併せて一定
額2,310円を支給している。
医療費は実績なし。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 71,271 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 25,000 1年生の支給額は、96.8%
（24,210円） ○ ○ 63,000 ○ ○ 70,161 ○ ○ 10,000 8,714 医療費は実績なし。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 70,300 ○ ○ 8,800 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 73,814 ○ ○ 10,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 68,000

○ ○ 25,000 ○ ○ 63,000 ○ ○ 67,620 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 15,000 生徒会費、医療費実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 10,000 0 実績なし ○ ○ 15,000 0 実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 76,618 ○ ○ 13,400 通学用品費は中学１年生支給なし。通学費・医療費は対象者がいな
いため支給実績なし。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 43,826 ○ ○ 10,000 7,665 ○ ○ 15,000



179 179

市区町村名都道府県

北海道 厚岸町

北海道 浜中町

北海道 標茶町

北海道 弟子屈町

北海道 鶴居村

北海道 白糠町

北海道 別海町

北海道 中標津町

北海道 標津町

北海道 羅臼町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

179 3 3 23 23 23 153 153 0 20 178 2 2 20 20 20 156 156 1 11 51 45 45 5 5 5 1 1 2 37 175 143 143 27 27 27 5 5 1 18 140 50 50 66 66 66 25 25 1 14 101 15 15 37 37 37 49 49 1 26 50

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 55,111 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 15,000 0 支給実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,684 ○ ○ 10,000 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,000 ○ ○ 9,523 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 22,079 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 43,800 ○ ○ 12,000 ○ ○ 14,000 13,598
医療費は令和６年度支給実績なし
各費目の支給平均額は「令和６年度年間支給金額÷実支給者数」で
算出

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 71,555 ○ ○ 10,000
・校外活動費（宿泊を伴わないもの・伴うもの）、医療費は対象費
目であるが実績なし。
・学校給食費は、令和3年度より無償化としている。

○ ○ 22,730 ○ ○ 80,000 ○ ○ 48,729 ○ ○ 11,666 ○ ○ 3,750 0 R6実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 71,500 ○ ○ 10,000 8,378 ○ ○ 15,000 13,821

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 67,507 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 69,000 ○ ○ 10,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 77,052 ○ ○ 8,800 ○ ○ 14,000



179 179

北海道 札幌市

北海道 函館市

北海道 小樽市

北海道 旭川市

北海道 室蘭市

北海道 釧路市

北海道 帯広市

北海道 北見市

北海道 夕張市

北海道 岩見沢市

北海道 網走市

北海道 留萌市

北海道 苫小牧市

市区町村名都道府県

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



179 179

市区町村名都道府県

北海道 稚内市

北海道 美唄市

北海道 芦別市

北海道 江別市

北海道 赤平市

北海道 紋別市

北海道 士別市

北海道 名寄市

北海道 三笠市

北海道 根室市

北海道 千歳市

北海道 滝川市

北海道 砂川市

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

　卒業アルバム代等及びオンライン学習通信費の限度額を増額改定予定（卒業アルバム代等（中学校）：
10,000円に増額　オンライン学習通信費（小中学校）：15,000に増額）



179 179

市区町村名都道府県

北海道 歌志内市

北海道 深川市

北海道 富良野市

北海道 登別市

北海道 恵庭市

北海道 伊達市

北海道 北広島市

北海道 石狩市

北海道 北斗市

北海道 当別町

北海道 新篠津村

北海道 松前町

北海道 福島町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



179 179

市区町村名都道府県

北海道 知内町

北海道 木古内町

北海道 七飯町

北海道 鹿部町

北海道 森町

北海道 八雲町

北海道 長万部町

北海道 江差町

北海道 上ノ国町

北海道 厚沢部町

北海道 乙部町

北海道 奥尻町

北海道 今金町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



179 179

市区町村名都道府県

北海道 せたな町

北海道 島牧村

北海道 寿都町

北海道 黒松内町

北海道 蘭越町

北海道 ニセコ町

北海道 真狩村

北海道 留寿都村

北海道 喜茂別町

北海道 京極町

北海道 倶知安町

北海道 共和町

北海道 岩内町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



179 179

市区町村名都道府県

北海道 泊村

北海道 神恵内村

北海道 積丹町

北海道 古平町

北海道 仁木町

北海道 余市町

北海道 赤井川村

北海道 南幌町

北海道 奈井江町

北海道 上砂川町

北海道 由仁町

北海道 長沼町

北海道 栗山町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



179 179

市区町村名都道府県

北海道 月形町

北海道 浦臼町

北海道 新十津川町

北海道 妹背牛町

北海道 秩父別町

北海道 雨竜町

北海道 北竜町

北海道 沼田町

北海道 鷹栖町

北海道 東神楽町

北海道 当麻町

北海道 比布町

北海道 愛別町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



179 179

市区町村名都道府県

北海道 上川町

北海道 東川町

北海道 美瑛町

北海道 上富良野町

北海道 中富良野町

北海道 南富良野町

北海道 占冠村

北海道 和寒町

北海道 剣淵町

北海道 下川町

北海道 美深町

北海道 音威子府村

北海道 中川町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



179 179

市区町村名都道府県

北海道 幌加内町

北海道 増毛町

北海道 小平町

北海道 苫前町

北海道 羽幌町

北海道 初山別村

北海道 遠別町

北海道 天塩町

北海道 猿払村

北海道 浜頓別町

北海道 中頓別町

北海道 枝幸町

北海道 豊富町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



179 179

市区町村名都道府県

北海道 礼文町

北海道 利尻町

北海道 利尻富士町

北海道 幌延町

北海道 美幌町

北海道 津別町

北海道 斜里町

北海道 清里町

北海道 小清水町

北海道 訓子府町

北海道 置戸町

北海道 佐呂間町

北海道 遠軽町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

令和７年度より、地域移行を行ったスポーツ・文化活動に係る費用も「地域クラブ活動費」として対象にし
ております。
（内容は「クラブ活動費」と同様）



179 179

市区町村名都道府県

北海道 湧別町

北海道 滝上町

北海道 興部町

北海道 西興部村

北海道 雄武町

北海道 大空町

北海道 豊浦町

北海道 壮瞥町

北海道 白老町

北海道 厚真町

北海道 洞爺湖町

北海道 安平町

北海道 むかわ町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



179 179

市区町村名都道府県

北海道 日高町

北海道 平取町

北海道 新冠町

北海道 浦河町

北海道 様似町

北海道 えりも町

北海道 新ひだか町

北海道 音更町

北海道 士幌町

北海道 上士幌町

北海道 鹿追町

北海道 新得町

北海道 清水町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

学校給食については、令和３年８月より無償化を行っております。

就学援助制度の運用について見直しを行い、令和7年8月から、認定期間を8月1日から翌7月31日まで（これま
では年度と同じく4月1日から翌3月31日まで）に変更し、運用を開始する。



179 179

市区町村名都道府県

北海道 芽室町

北海道 中札内村

北海道 更別村

北海道 大樹町

北海道 広尾町

北海道 幕別町

北海道 池田町

北海道 豊頃町

北海道 本別町

北海道 足寄町

北海道 陸別町

北海道 浦幌町

北海道 釧路町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

特になし



179 179

市区町村名都道府県

北海道 厚岸町

北海道 浜中町

北海道 標茶町

北海道 弟子屈町

北海道 鶴居村

北海道 白糠町

北海道 別海町

北海道 中標津町

北海道 標津町

北海道 羅臼町

６．その他

5

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況


